
神奈川県たばこ対策協力企業の認定に係る実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、神奈川県が行うたばこ対策の趣旨に賛同し、これに資する取組を行う企

業等を、県が認定することで、たばこ対策の一層の推進を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 企業等 神奈川県内に本社、本店又は事業の拠点があり、県内において事業活動を行う

企業、団体等をいう。 

(2) たばこ対策 神奈川県がん対策推進計画に位置付ける、卒煙（禁煙）サポートの推進、

若年層・妊産婦の喫煙防止対策及び受動喫煙防止対策をいう。 

 

（申請要件） 

第３条 企業等のうち、申請をする時点において、次の各号の要件を満たすこと。 

(1) 県税等の滞納がないこと。 

(2) 神奈川県暴力団排除条例第２条第５号に定める暴力団経営支配法人等に該当しないこと。 

(3) 健康増進法等の関係法令に違反がないこと。 

(4) その他の法令に重大な違反がないこと。 

 

（申請） 

第４条 申請にあたっては、次の各号に掲げる書類を提出するものとする。 

(1) 認定申請書（第１号様式） 

(2) たばこ対策に係る取組内容が確認できる資料 

(3) その他知事が必要と認める書類 

 

（認定基準） 

第５条 知事は、前条の申請があった場合には、次の基準に適合すると認めるときは、「神奈

川県たばこ対策協力企業」として認定するものとする。 

(1) たばこ対策に係る取組の責任者又は担当者を定めていること。 

(2) たばこ対策に係る具体的な取組又はその計画があること。 

(3) 県民又は県内事業者に向けたたばこ対策に係る周知啓発・情報発信を定期的に行うこと。 

２ 知事は、前項の審査のために必要があると認められるときは、認定の申請を行った企業等

について、関係機関に照会を行うことができる。 

 

（認定） 

第６条 知事は、前条の審査の結果、認定基準に適合すると認めたときは、申請者に対して神

奈川県たばこ対策協力企業認定証（第２号様式）を交付し、認定基準に適当しないと認めた

ときは、神奈川県たばこ対策協力企業不認定通知書（第３号様式）により通知するものとす

る。 

２ 知事は、前項の規定により認定した企業等（以下「認定企業等」という。）の求めに応じ、

企業等の名称、所在地その他の事項を、インターネットの利用その他の方法により公表する

ことができる。 

 

（表彰） 

第７条 知事は、認定企業等が行うたばこ対策に係る取組の中で、特に顕著な活動があったと

きは、当該企業等に対して表彰を行う。 

 

（認定内容の変更） 

第８条 認定企業等は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに神奈川県たばこ対策



協力企業認定事項変更等報告書（第４号様式）により知事に報告しなければならない。 

(1) 認定企業等の名称を変更したとき。 

(2) 認定企業等の所在地を変更したとき。 

(3) 第５条に規定する認定基準に係る内容を変更したとき。 

 

（認定の取消） 

第９条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取り消すことができる。 

(1) 虚偽の申請によるものであったとき。 

(2) 認定企業等が第３条に規定する要件に該当しなくなったと認めるとき。 

(3) 認定企業等から、認定の取消しの申出があったとき。 

(4) 認定企業等が第５条に規定する認定基準に該当しなくなったと認めるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、当事業の運用に重要な支障をきたす行為があったとき。 

２ 知事は、前項の規定により認定を取り消したときは、認定企業等に対して通知する。 

 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年１月10日から施行する。 

この要綱は、令和６年７月11日から施行する。 



第１号様式（第４条関係） 

 

神奈川県たばこ対策協力企業認定申請書 

  年  月  日  

神奈川県知事 殿 

住所  

企業等名称  

代表者（職・氏名）  

電話番号  

 

神奈川県たばこ対策協力企業の認定に係る実施要綱第４条の規定により、次のとおり申請しま

す。 

認定基準 

該当性 

① たばこ対策に係る取組の責任者又は担当者 

 

② たばこ対策に係る具体的な取組又はその計画 

 

 

 

 

③ 県民又は県内事業者に向けたたばこ対策に係る周知啓発・情報発信 

 

 

 

 

申請要件 

□ 県税等の滞納がない。 

□ 神奈川県暴力団排除条例第２条第５号に定める暴力団経営支配法人等に該当しない。 

□ 健康増進法等の関係法令に違反がない。 

□ その他の法令に重大な違反がない。 

添付書類 
□ たばこ対策に係る取組内容が確認できる資料 

□ その他（                            ） 

担当者 

(窓口) 

【氏名(ふりがな)・部署等】 

【電 話】 

【メールアドレス】 

【住   所】〒 

公表 認定後、企業・団体名の公表を（ □ 希望する  □ 希望しない ） 



第２号様式（第６条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦長型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県知事 黒岩祐治 



第３号様式（第６条関係） 

 

 

神奈川県たばこ対策協力企業不認定通知書 

 

 

第     号  

年  月  日  

 

（申請者名） 

（代表者 職・氏名）様 

神奈川県知事  

 

 

年 月 日付けで、神奈川県たばこ対策協力企業の認定について申請があったことに

ついては、神奈川県たばこ対策協力企業の認定に係る実施要綱第６条に規定に基づき、下記

の理由により、認定しないことと決定したので、通知します。 

 

 

記 

 

（理由） 

 



第４号様式（第８条関係） 

 

神奈川県たばこ対策協力企業認定事項変更等報告書 

 

年  月  日 

 

神奈川県知事 殿 

 

認定番号  

企業等名称  

代表者（職・氏名）  

電話番号  

 

 

神奈川県たばこ対策協力企業の認定に係る実施要綱（以下「要綱」という。）第８条の規

定に基づき、次のとおり報告します。 

 

変更事項 

□ 認定企業等の名称の変更 

□ 認定企業等の所在地の変更 

□ 要綱第５条に規定する認定基準に係る内容の変更 

変更年月日 年  月  日 

変更前の内容 

 

 

変更後の内容 

 

 

 

※認定基準に係る内容を変更した場合は、変更後の内容を証明する書類等を添付してください。 


